
5％以下
5～10％
10～15％
15～20％
20～25％
25％以上

指標：65歳以上人口
の比率

視点：各地域の人口や生活の状況に関する現状や過去の変遷はどうなっているか。

　大都市部に比べ、地方部ほど大きい。市町村の人口規模別でみると、１万人以下の市町村の
高齢化率が、1970年の約10％から2000年の約28％となっている。

国土基盤形成の動向等（基礎的モニタリングより）

(出典)国勢調査報告（総務省）をもとに国土交通省国土計画局作成。

1980年

（万人）

0

10

20

30

0～1 1～5 5～2020～5050～全国
平均

（％）

（万人）

都市規模別

0

10

20

30

0～1 1～55～20 20～5050～全国
平均

（％） 都市規模別

（注）2000年現在の人口により都市規模を分類した。

0

10

20

30

0～1 1～5 5～2020～50 50～ 全国
平均

（％）

（万人）

都市規模別

1990年1970年

2000年

指標：15歳未満人口
の比率

視点：各地域の人口や生活の状況に関する現状や過去の変遷はどうなっているか。

　日本全国で少子化が進行し、15才未満人口比率が減少している。各年代における地域間格差
は、高齢化と比べると小さい。

基礎的モニタリング

1970年

1980年

1990年

2000年

（出典）国勢調査報告（総務省）をもとに国土交通省国土計画局作成。

0
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20

30

0～1 1～55～20 20～5050～ 全国
平均

（％）

（万人）

都市規模別

（注）2000年現在の人口により都市規模を分類した。

10％以下
10～15％
15～20％
20～25％
25％以上
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平均
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都市規模別

0

10
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平均
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都市規模別

0
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（万人）

都市規模別
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基礎的モニタリング

（万人）

0
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0～1 1～5 5～2020～50 50～

都市規模別

全国
平均

（％）



指標：産業就業
者数比率

視点：各地域の人口や生活の状況に関する現状や過去の変遷はどうなっているか。

　人口規模の大きい都道府県ほど三次産業の割合が大きく、一次産業の割合が小さい。30年間を比
べると、一次産業の割合が減少し、三次産業の割合が増加している。二次産業は、三大都市圏では、
41→30％と減少、地方圏では、28→30％と増加している。

基礎的モニタリング

第三次産業

第二次産業

第一次産業

100

0

40

（出典）国勢調査報告（総務省）をもとに国土交通省国土計画局作成。

三
大
都
市
圏
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圏
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国
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圏

2000年

三大都市圏・地方圏別
100

　0
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　40

　80
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（％）

41

9

44

28
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34

19 三
大
都
市
圏

地
方
圏

全
国
平
均

（％）

68

30

2

62

30

8 5

65

30

400
200
100

1970年

三大都市圏・地方圏別

1時間圏診療科目数1時間圏人口

1時間圏社会教育
施設種類数

1時間圏大学数

指標：1時間圏（2000年）人口、診療科目数、社会教
育施設数、大学数

30万人以下
30～50万人
50～100万人
100～200万人
200～1000万人
1000万人以上

1以下
2～3
4～5
6～7
8

14以下
15～19
20～24
25～29
30～32

4以下
5～9
10～14
15～19
20以上

（出典）「国勢調査報告」（総務省）

視点：各地域の人口や生活の状況に関する現状や過去の変遷はどうなっているか。

　　（最大32種類）

　広域的にみれば、より「多様な」サービスの享受が可能。

注）１時間圏人口とは、当該市町村か
ら1時間圏内にある市町村の人
口のこと。

注）１時間圏診療科目数とは、市町村
内あるいは1時間圏内に何種類が
存在しているかを捉えたもの。

（２０００年）

（２０００年）（２０００年）

（２０００年）

基礎的モニタリング
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注）ここでいう社会教育施設とは、①公民館
②図書館③博物館、博物館類似施設④
青少年教育施設⑤婦人教育施設⑥社
会体育施設、民間体育施設⑦文化会館
⑧カルチャーセンターの8種類の施設を
いう。

　　　1時間圏社会教育施設数とは、市町村
あるいは1時間圏内に何種類存在して
いるかを捉えたもの。

（出典）｢社会教育調査報告（2000）」（文部科学省）

注）１時間圏大学数とは、市町村内あ
るいは1時間圏内に何種類が存
在しているかを捉えたもの。

（出典）「全国大学総覧」

国土交通省総合交通体系データシステム（NAVINET）により算出

（出典）「医療施設調査」（厚生労働省）
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1972年/関東地方中心部

2000年/関東地方中心部

1972年/関東地方中心部

2000年/関東地方中心部

指標：土地被覆分類図・
植生活性度

視点：土地利用や環境に関する現状や過去からの変遷はどうなっているか。

　関東地方中心部において、2000年は1972年に比べ、商業・業務用地や高層・低層住宅地
などの面積が拡大している。また、植生活性度は全体的に低下しており、特に都心の西部
において顕著である。

基礎的モニタリング

（注）植生活性度とは、人工衛星に搭載されたセンサによって観測された
衛星データを用いて、植物の有無や多少について色分けして表示し
た画像である。植物の生物・化学的な特性（例えば、植物中のクロロ
フィルの存在、葉の細胞構造、反射率の高低など）に裏付けされた
指標であり、植物の可視域の赤色光域と近赤外域での反射特性を
もとに計算している。

※ 1972年と2000年の画像は、比較を可能とするため11月下旬に観測
した衛星データを選択している。

土地利用区分

植生活性度

注）土地被覆分類図とは、人工衛星に搭載されたセンサによって観
測された衛星データを用いて、地表面の土地利用の様子を色
分けして表示した画像である。土地利用の判別にあたっては、
あらかじめ住宅地や森林といった分類項目毎にデータの特徴
（反射特性）を求めておき、これを基準として画像全体の土地利
用の様子を統計手法によって自動分類している。

（出典）衛星リモートセンシングデータ（‘72:Landsat-1(MSS),00’ :Landsat-7(ETM+)）をもとに国土交通省国土計画局作成。

森林

田畑・草地

工業用地

倉庫、空港･港湾

商業･業務用地

高層住宅地

低層住宅地

河川・湖沼等

その他

高

低

活性度

森林・田・畑
減少した森林・田・畑

視点：土地利用や環境に関する現状や過去からの変遷はどうなっているか。

　関東地方中心部において、てのひら状に市街地は拡大している。また、森
林・田・畑は減少傾向にある。

（出典）国土数値情報（国土交通省）

基礎的モニタリング

1976年

1997年

森林・田・畑
市街地
その他
水域

指標：土地利用状況

森林・田・畑の面積の減少



高速道路（1980年）
新幹線（1980年）

高速道路（2000年）
新幹線（2000年）

出典：国土交通省資料をもとに国土交通省国土計画局作成

基礎的モニタリング 視点：交通基盤や住宅等の整備及びその効果の変遷はどのようになっているのか。

　1970年から1990年までは背骨方向を結ぶ交通機関が発達し、1990年から2000
年まではろっ骨方向に発達した。

指標：広域交通基盤
（高速道路・新幹線）

高速道路（1990年）
新幹線（1990年）

高速道路（1970年）
新幹線（1970年）

120分以内

120～240分

240～360分

360～480分

480分以上

単位：分

指標：三大都市・政令市
　　　へのアクセシビリティ

　1970年以降、三大都市及び政令市へのアクセス時間が減少し、全国における等アクセス
時間内の人口割合が着実に増加している。

基礎的モニタリング 視点：交通基盤や住宅等の整備及びその効果の変遷はどのようになっているのか。

　　　三大都市へのアクセス時間（2000年）

　　　三大都市へのアクセス時間（1970年） 政令市へのアクセス時間（1970年）

政令市へのアクセス時間（2000年）

（出典）国勢調査報告（総務省）をも
とに国土交通省総合交通
体系分析システムNAVINE
Ｔにより国土交通省国土計
画局作成。アクセス時間は
道路モードにより算出。 （注）政令市とは2000年の政令市及び東京23特別区のこと。具体

的には札幌、仙台、千葉、横浜、川崎、名古屋、京都、大阪、
神戸、広島、北九州、福岡の各市、および東京23特別区をいう。（注）三大都市とは東京、名古屋、大阪をいう。

0～120分を分割する線は
60分を120～240分を分割
する線は、180分を表す。

9

（％）

8
5

60分

等アクセス時間内の人口割合

180分
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859
7
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（％）

60分

180分

22
9

6
8

7

20 28

等アクセス時間内の人口割合

120分

19

（％）

60分
180分

32

19
14

10
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4 10

等アクセス時間内の人口割合

120分

91

180分

60分

4

43

24

12

8

8

（％）

等アクセス時間内の人口割合

120分



　国際海上コンテナの大部分を三大湾・北部九州の中枢国際港湾で取り扱っている。航路
数では近海・東南アジア航路が太宗を占めており、また欧米航路のほとんどが三大湾に
集中している。

基礎的モニタリング 視点：交通基盤や住宅等の整備及びその効果の変遷はどのようになっているのか。

指標：国際交流に関する国土
基盤の利用（港湾）

92

　現在、国際定期便が就航しているのは２３空港あり、うち９空港でアジア以外の便が
ある。成田、関空の空港利用者数が全国の約８割を占めている。

基礎的モニタリング 視点：交通基盤や住宅等の整備及びその効果の変遷はどのようになっているのか。

指標：国際交流に関する国土
　　　　基盤の利用（空港）

平成12年度国際航空旅客動態調査
（国土交通省航空局）より作成

10便／週

アジア（東アジア、東南アジア、
極東ロシア）
北米

ヨーロッパ

その他（ハワイ・グアム、
オセアニア）

名古屋　
（427万人/年）

新東京国際　
（2，692万人/年）

福岡

仙台(47万人/年）
新潟

高松

岡山広島
（32万人/年）

鹿児島

長崎
大分 松山

関西国際

小松

富山

福島

新千歳（46万人/年）

函館

青森

那覇(37万人/年）

500 1000
空港利用者数（万人／年）

国際定期便の就航状況は、JTB時刻表
(02年5月号）より調査（1週あたりの便数）

出国先別の国際定期便就航状況

秋田

美保

宮崎

22

111

45
47

63

130

32

774

378

172

186

415

15

15

16

（1，285万人/年）　　
　

　(253万人/年）

　　　東京

横浜

神戸　（204万ＴＥＵ／年）
、

名古屋
（176万ＴＥＵ／年）

博多

清水

北九州

苫小牧

四日市

新潟

広島

下関

千葉

川崎

水島

仙台塩釜

岩国

伏木富山

那覇那覇

外貿コンテナ貨物上位20港に
おける外貿コンテナ貨物量
（TEU/年）（2000年）

10便
北米航路数（便 /週）

外貿コンテナ貨物上位２０港（2000年）

100,000
TEU/年
100,000
TEU/年

（出典）港湾局資料、日本の港湾2001（日
本海事広報協会）より作成

100

500

1000

×103（TEU/年）

（47万ＴＥＵ／年）

（36万ＴＥＵ／年）

（226万ＴＥＵ／年）

（264万ＴＥＵ／年）

欧州航路数（便 /週）
近海・東南アジア航路数（便 /週）

20.7

81.0

34.5

32.5
17.7

71.0

22.2

84.0

17.6

54.0

大阪　（147万ＴＥＵ／年）

86.5



2000年1990年

（出典）「国勢調査報告」（総務省）をもとに
　　　　国土交通省国土計画局作成

　一世帯当たり延べ床面積が大きいエリアは本州の日本海側に広く分布しており、そのエリアは
10年間で増大している。一方、三大都市圏および地方中枢・中核都市圏では小さく、10年間でも
大きく変化していない。

80ｍ2以下
80ｍ2～100ｍ2

100ｍ2～120ｍ2

120ｍ2～140ｍ2

140ｍ2以上

基礎的モニタリング 視点：交通基盤や住宅等の整備及びその効果の変遷はどのようになっているのか。

指標：一世帯当たり
延べ床面積

（出典）住宅・土地統計調査（総務省）を　　　
　　　　もとに国土交通省国土計画局作成

　1983年には80％以上である地方自治体は東京都と神奈川県のみであったのが、年の経過とともに、
大都市部で先行して上昇し、徐々に地方部へと水洗化率の高いエリアが拡大している。

①　1983年

②　1988年

60％以下
60～70％
70～80％
80～90％
90％以上

③　1993年

水洗化率：
便所が水洗の住宅の割合。
「水洗」とは直接公共下水道
に流す方式や自家浄化槽等
で処理するものをいう。また、
団地等で、共同の浄化槽によ
る汚水処理をしている場合を
含む。

基礎的モニタリング 視点：交通基盤や住宅等の整備及びその効果の変遷はどのようになっているのか。

指標：水洗化率

④　1998年
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基礎的モニタリング

（出典）国勢調査報告（総務省）
　　　　細密数値情報首都圏版（国土地理院）
　　　　をもとに国土交通省国土計画局作成

視点：国土の諸活動、国土資源、国土基盤のそれぞれの関係はどのようになっているか。

　人口増加率の大きい地区は、DID地区のすぐ外側のエリアであり、DID地区内は人口がほぼ横這
いである。1980年代以降、人口の増加が著しいエリアは小さくなっている。

－25％以下
－25～－10％
－10～10％
10～25％
25％以上

人口増減率

ＤＩＤ地区

指標：人口増減率と
DID地区

国土交通省資料

指標：人口の増減と
広域交通基盤

－25％以下
－25～25％
25％以上

（出典）国勢調査報告（総務省）
　　　　国土交通省資料
　　　　をもとに国土交通省国土計画局作成

　　　人口増減率

　人口増加した市町村の連担する地域は、広域交通基盤の位置とほぼ重なっている。
３０年間を比較すると、早い年代に整備された広域交通基盤の路線の周辺ほど、人口増加率
が大きい。

基礎的モニタリング 視点：国土の諸活動、国土資源、国土基盤のそれぞれの関係はどのようになっているか。

人口増減率（1970年～2000年）

高速道路（2000年）

新幹線（2000年）

高速道路
新幹線
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基礎的モニタリング

出典：細密数値情報（国土地理院）をも
とに国土交通省国土計画局作成

　DID地区は鉄道沿線に広がっており、時期がたつにつれ、さらにその周辺部へと広がっている。東京都
心部から離れるに従って、鉄道沿線に近いところのみがDID地区となっている。

1970年のDID地区
1985年のDID地区（上記を除く）

視点：国土の諸活動、国土資源、国土基盤のそれぞれの関係はどのようになっているか。

指標：ＤＩＤ地区
と鉄道
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　製造品出荷額の大きな市町村は、高速道路及び取扱量の大きな港湾の周辺に
多く分布している。

（出典）「工業統計表」（経済産業省）
　　　　国土交通省資料
　　　　をもとに国土交通省国土計画局作成

製造品出荷額（実質：1990暦年基準）
3兆円以上
1～3兆円
0.5～1兆円
港湾（国際コンテナ取扱量6万TEU以上）
高速道路

基礎的モニタリング 視点：国土の諸活動、国土資源、国土基盤のそれぞれの関係はどのようになっているか。

指標：製造品出荷額と高速道路
　　　　・取扱量の大きな港湾

製造品出荷額（1971年）
港湾（1970年）
高速道路（1971年）

製造品出荷額（1998年）
港湾(1998年）
高速道路（1998年）



基礎的モニタリング 視点：国土の諸活動、国土資源、国土基盤のそれぞれの関係はどのようになっているか。

　北海道・九州では交通機関の比較的発達している西部において宿泊客の多い観光地が集
中している。

指標：観光地別宿泊者数
と交通機関

（出典）ＪＴＢ宿泊白書をもとに国
土交通省国土計画局作成
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